
〔プロジェクト研究28〕子ども家庭福祉，母子保健にかかわる情報システム及び研修システムに関する調査研究

2．母子保健要員の研修体系策定に関する研究（II）

　　　　　一保健所管内研修の実態と課題一

　　母子保健研究部

　　調査研究企画部

　　　東京経済大学

進藤デザインオフイス

小山、修・斉藤　進
庄司順一・中村　敬・白井悦子
網野武博
尾木まり

【要約】全国5ブロックで開催された母子保健指導者研修会参加者である保健所の保健婦204名を対象に、過去

1年間の保健所管内研修の実態を調査した。その結果、研修目標の6割以上が知識付与型で、研修対象の7割以上

が保健婦、他職種は1割以下であった。研修技法は講義型が8割を越え、実技、事例検討など実施・運営技術を要

する技法は1割以下であった。また、研修評価の方法はスタッフの話し合いが最も多く、より客観的な評価は2割

以下であった。

保健所管内研修は、今後、知識付与型から専門スキル向上型研修及び職種を超えた階層別研修に関する研修の実

施が必要であると考えられる。また、研修技法や評価法に習熟した研修担当者の養成と、そのための研修プログラ

ムの開発が重要である。

【見出し語】現任研修、研修体系、研修技法、評価法
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1．目的

　地域保健法の制定に伴い保健所は大きな転換期を迎

えている。すなわち、母子保健などの対人保健サービ

スは市町村が実施主体となり、保健所は難病や精神保

健などの専門的、技術的、広域的な事業を受け持っこ

ととなった。加えて、保健所は保健、福祉の連携を積

極的に進めるために管内市町村ゐ要員確保と要員研修

についても、新たな役割を担うこととなった。

　本研究では、今後の保健所活動の効率的な展開のた

めに、保健所が主催する研修の実態と課題を明らかに

するとともに、管内研修の体系化をはかるための基礎

的な資料を収集し、検討を加えることを目的とした。

2）研修の名称：1，028件の研修に用いられている名称

は、「○○研修会」の名称を用いたものが33．4％と3分

の1以上を占め、これに保健婦等を対象とする「管内

研修」　（31．6％）と合わせると、全体の6割以上が研修

会という名称を用いていた。また、フォーラム、シン

ポジウム、講座などの「その他」の名称を用いたもの

も3割近くを占めていた。　（図1）。

3）研修の目的：研修目的を分野別に尋ねた結果、　「母

子保健」を研修目的とするものが34．8％と最も多く、こ

れに「学校・思春期保健」　（6．1％）を加えれば4割を

越える。次いで多いのは、「その他」（2LO％）、「成

人保健」　（17．8％）、　「老人保健」　（15．O％）などの順

で、　「保健婦業務」、　「リハビリテーション」、　「歯

，科保健」等は少なかった（図2）。

n．方法

　保健所保健婦を対象とする母子保健指導者ブロック

研修会（母子衛生研究会、母子愛育会等共催）の参加

者が持参した「過去1年間に実施した管内研修の実施

状況」をもとに検討した。

　主な調査内容は、研修の①名称、②目的、③目標、

④対象者と参加人数、⑤目数、⑥研修方法、⑦評価の

有無と方法、などについてである。

　調査期間は1995年11月22目から1996年8月28目

までで、表1に示す全国5ブロックの研修参加者に対

し事前に質問紙を配布し、各研修の受け付け時に回収

した。集計はパソコン集計ソフト皿BAUを用いた。

皿．結果

1）回答率：延べ参加者204人中197人（96．6％）から

回答のあった1，028件（無記入を除く）の研修を分析

対象とした。回答を得たブロック別参加者数と研修件

数は、表1のとおりである。

表1ブロック別参加者数（＊開催順）

ブロツク名 実数（％） 研修件数

近畿・中四国 58（29．4） 375（36．5）

関東・甲信越 53（26．9） 289（28．1）

東海・北陸 32（16．2） 141（13．7）

九州・沖縄 23（11．7） 98（9．5）

北海道・東北 31（15．7） 125（12．2）

計 197（100．0） 1028（100．0）
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図2研修目的・分野

4）研修の目標：研修の目標を知識、技術、態度、連携

等について具体的な目標を複数回答で尋ねた結果、「知

識の習得」を目標とするものが63．5％と最も多く、次い

で「その他の目標」　（21．8％）、「連携」（19．9％）、「技
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術習得」（11．3％）で、「態度」（2．3％）を目標とする

研修は少なかった（図3）。

5）研修の対象：保健・医療、福祉、教育、一般とに分

類した結果、最も多いのは「保健・医療分野」（86．1％）

で、「福祉分野」を対象とするものは19．5％であった。

職種では「保健婦」が72．3％と最も多ぐ、次いで「そ

の他の職種」（1生7％）、「看護婦・准看護婦」（10．5％）、

「栄養士」　（8．3％）などであった（図4）。
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図5主な研修技法
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6）研修参加者数：研修参加者数は、20～29人以内
（27．2％）が多く、次いで10～19人（21．7％）、30～39

人（16．6％）と、6割以上は39人以内であった。

7）研修目数：研修目数を半日単位で回答を求めた結果

は、最少の0．5目から12目までと幅があったが、最も

’多いのが0．5目（57．6％）、次いで1目（26．8％）、2

目以内（7．4％）で、保健所管内研修の8割以上は1目

以内で終了する研修であった。

8）研修技法：よく用いられる研修技法を複数回答に

よって尋ねた結果は、講義（82．7％）が最も多く、次レ。・

で討議（40．0％）’、情報交換（20。2％）などで、事例研

究（5．4％）は少なかった（図5）。

　これを技法の組み合せ別にみると、講義などの単一

の技法を用いたものは37％、講義と討議などの2つの技

法の組み合せは49％と半数近くを占め、3つの技法の組

み合せは1割であった（図6）。

また、このうち1つの技法では講義（75％）が最も多

く、2っの抹法の組み合せでは講義＋討議の40。2％、次

いで講義＋実技・実習（17．3％）、講義＋情報交換

（15．3％）などであった。3つの組み合せでは、講義＋

討議＋実習・実技の37．6％、次いで講義＋討議＋情報交

換（23．8％）などであった。
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9）研修の評価：研修終了後、何らかの評価をしている

ものが647件（65．6％）であった。

複数回答によって得た評価方法は、　「スタッフの話

し合い」（37．O％）によるものが最も多く、次いで「ア

ンケート」（19．4％）、参加者による「口頭発表」（18．8％）

などで、感想文、報告書等の「文書」による評価は少

なかった（図7）。

　また、2っ以上の組み合せによる評価は、「話し合い」

＋「アンケート」と「話し合い」＋「口頭発表」がそ

れぞれ7％台あったのみで、他の組み合せは少なかった。
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図7評価方法

w考察
保健所が主催する研修は、管内の関連職種に対する

現任研修（0登the　Job　T雌血9）機能が第一義にあげら

れる。

現任研修の機能を一言でいえば、①最新の知識・技術

の習得、②専門技術のスキルの向上、③管理能力の向

上、などの職務遂行能力の向上にあると考えられる。

本調査では、知識習得を目標とした研修が、連携、

技術、態度を目標とするものよりも倍以上の頻度で実

施され、加えてその技法の8割は講義法が中心であっ

た。ヒのことは、知識水準の均一化を目標とする知識

付与型の研修が多くなされ、逆に、事例研究などの専

門技術のスキルを向上させる研修やく階層別の業務管

理能力の向上を図る研修は少ない、とみることも出来

よう。換言すれば、比較的企画、実施が容易な講義、

討議などの技法を用いた知識付与型の研修が多く実施

され、スーパーバイザーやファシリテーターなどの専

門家を必要とするような事例研究や討議法を用いたス

キル型の研修は実施し難い状況にあるともいえる。

保健所及び市町村における専門職種の主体は保健婦

であり、これらは複数職ある。今回の調査でも7割の

研修の対象者は保健婦で占められていた。今後は、1

人職種である栄養士、歯科衛生士などの単一職種との

整合性を配慮した合同研修などの、計画的な現任研修

体系の構築が望まれる。特に、管理能力の向上を目標

とした階層別研修やスキル型の研修が必要である。そ

のためには、単なる講義法によるだけではなく、参加

者が同一条件（素材）で同一体験が可能なグループワ

ークトレーニング法などの研修技法を用いた、研修担

当者のための研修プログラムの開発と養成、配置が必

要であろう。

　次の課題は、研修の評価についてである。研修評価

は、教育行為を受け手側の態度・行動論的視点で考え

る場合は、重要な要素となる。

　本調査では複数回答による結果の4割近くは研修担

当者の「話し合い」による評価方法であった。この評

価法は、質的評価には有効であるが、何を基準として

話し合うかによって、その質は全く異なってくる。研

修内容にもよるが、むしろアンケートなどの客観的な

評価と「話し合い」とを併用した評価法を採用した方

が質、量ともに評価がしやすいで南ろう。また、評価

は対象者のみを一方的に評価するのではなく、講師や

助言者を含めた主催者側の評価や、派遣者’（市町村な

ど）の研修前の期待と終了後の評価も検討すべきであ

ろう。

　併せて、評価方法の開発も今後の研究課題といえる。

V結語
　地域保健法の施行に伴い、保健所が果たす役割は、

大きな転換期を迎えている。その一つとしての管内研

修あり方は、今後の保健所機能を大きく左右する条件

といえる。

　本研究では、保健所管内研修の基礎的な検討を行い、

研修技法や評価法に習熟した研修担当者の養成と配置

の必要性を指摘した。今後は、これらに加えて企画の

立て方と研修担当者のための研修プログラムの開発、

また、都道府県主催の研修実態についても検討課題と

したい。

一172一


